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幕に放火をした事実」 「住職は、横断幕に放火をした犯人であり、同人が放火をする瞬間の防犯カメラ映像があるものの、 『私は何もやっていません』 容疑を否認している事実」につ ての名誉毀損の成否である。これらの点について東京地裁
17年
10月５日判決は、真実性及








































剤取締法違反で逮捕された事件との関連で、同氏の覚せい剤入手先 推測する日刊ゲンダイの記事で言及された女性が原告となって名誉毀損を主張した。本件記事の中で、原告が覚せい剤依存症であって覚せい剤を入手できる立場にあること、複数 有名な暴力団幹部の愛人であったこと、原 の執筆した半自伝はゴーストライターの手によるものであること等の事実が摘示されている。
東京地裁６月
19日判決は、これらの事
実について、公共性・公益目的性は認められるが、いずれも取材は十分では く真実性又は誤信相当性は認めら な として、発行元会社及び記事執筆者に連帯して２２０万円の支払い及びウェブサイトに掲載された記事の削除を命じた。
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取材源の懲戒責任が問われた事例原告はバス会社の社員で、同社社員で
組織する労働組合の執行委員長である。この原告が、しんぶん赤旗の記者に対して誤った情報を提供して報道させ、会社の信用を著しく毀損 たとして懲戒処分を受けたので、 その取り消し等を求めた。
本件での興味深い争点は、掲載された
記事及びそれに関する 提供そのもの違法性と、懲戒事由該当性との関係をどう理解するかという点 ある。
大津地裁
17年４月
13日判決は、前者が
違法でなくとも懲戒事由に該当 ことはありうるとして、原告の請求を棄却た。これに対して、大阪高裁７月２日判決は、前者について不法行為が成立しな
い場合にまで懲戒事由に該当するとするのは妥当でないとして、前者について名誉毀損の免責事由の判断枠組みで審査を行い、懲戒処分を取り消 た。
宗教的人格権の侵害四国八十八ケ所霊場の寺院で構成する
霊場会と二つの寺院が原告となり、被告である写真家が許可なくあるいは許可条件に反して本尊の写真等を使用していることにつき、不正競争防止法違反及び宗教的人格権の侵害であるとして 損害賠償請求及び使用差し止め、ネガデータの廃棄等を求めた事案である。
徳島地裁６月
20日判決は、不正競争防
止法違反は認めなかったが、二つの寺院の本尊は秘仏であり、信仰の対象として
重要であることからしても、原告の寺院の意図に反して、被告がその写真を使用し、これを一般に公開・流布することは２寺院 宗教上の人格権を侵害するとし、慰謝料各１００万円（及び弁護士費用として
10万円）の支払い等を命じた。
宗教的人格権の侵害による不法行為成
立が認められた事例は極めて異例であり、注目される。
ジャーナリストへの旅券返納命令シリアへの渡航を計画し、旅券返納命
令を受けたフリージャーナリストが同命令の取り消しを求めていた訴訟について、 最高裁３月
15日決定は上告を棄却し、
命令は違法ではないとする下級審の判断が確定した。
